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　近年、情報化が急速に進展する中で、情報技術（ＩＴ）を積極的に利用し経営改

善に取り組んでいる中小企業が増加しております。特に、インターネットの普及は

急速に進んでおり、インターネットを積極的に利用している企業はホームページの

開設などを通してのＰＲなどによるイメージアップや広報を図るだけでなく、これ

までにない新しいビジネスやビジネス手法を創造したり、電子商取引などを活発に

行うなどその活用は多岐にわたってきております。

　本調査は、今後の中小企業の情報化促進に寄与ための基礎データとするために、

県内中小企業のホームページ開設状況を含めたインターネット活用状況をアンケー

トやヒアリング調査したものを取りまとめたものです。各企業並びに関係機関の皆

様方の業務推進に少しでも参考になれば幸いです。

　最後に本調査に際し、御多忙にもかかわらず御協力いただきました各企業の皆様

方並びに御寄稿いただいた当公社の専門家派遣事業登録専門員 萩野谷裕文氏に対

しまして厚くお礼申し上げます。

　　　平成１４年３月

財団法人茨城県中小企業振興公社　　　　

理　事　長　　角　田　　芳　夫
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１　インターネットの急速な普及

　現在の我が国におけるインターネット普及の現況をみると，平成12年末における我が国の15歳以

上79歳以下の個人におけるインターネット利用者（注１）数は4,708万人と推計され（注２），平成

11年末段階の推計値と比較すると74.0％増となっている（ただし，平成11年末までは15歳以上69歳以

下の利用者推計としており，対象範囲が異なるため厳密な比較ではない。）。また，平成17年（2005

年）におけるインターネット利用者数を推計したところ，8,720万人まで増加すると見込まれる（注

３）。

　さらに，総務省が行っている通信利用動向調査によれば，平成12年11月におけるインターネット

の世帯普及率は34.0％，事業所普及率は44.8％，企業普及率では95.8％となっており，順調に増加し

ている（図１－１）。

図１－１　我が国におけるインターネットの普及状況

　　
資料：「平成13年版　情報通信白書」（総務省編）

(注１)　ここでのインターネット利用者とは，「インターネット（ウェブ又は電子メールのどちらかのみの場合も

含む）を，自宅・自宅外を問わず，パソコン，携帯電話，携帯情報端末，家庭用ゲーム機，インターネット

接続機器を設置したテレビ受像機により利用している人」と定義している。

(注２)　事業所は全国の（郵便業及び通信業を除く）従業員数５人以上の事業所。

(注３)　「企業普及率（300人以上）」は全国の（農業，林業，漁業及び鉱業を除く。）従業員数300人以上の企業。

　「生活の情報化調査」，「通信利用動向調査」（総務省）より作成。
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２　増加する電子商取引

　(１) 増加する電子商取引

　電子商取引（最終消費財市場）は，インターネットを利用して遠隔取引を容易にするだけでな

く，システムを構築さえすれば24時間いつでも，インターネットを使えるところからならどこか

らでも，アクセスできるという利便性から，個人・企業を問わず利用が急増している。

　平成12年における同市場の概況については，総務省が実施した「ＩＴが産業に与える影響に関

する調査」によると，我が国における平成12年の電子商取引（最終消費財）市場の市場規模は，

6,233億円（対前年比78.8％増加）と，平成11年に引き続き堅調に推移しており，平成17年（2005

年）には８兆円近くにまで拡大するものと予測される（注１）。また，平成12年におけるモバイル

コマース市場は，モバイルインターネット利用者の爆発的な増加に伴い，平成11年の10倍を上回

る541億円となっており，平成17年（2005年）には１兆7,194億円に達すると予測される（図１－

２）。

図１－２　電子商取引（最終消費財）市場の市場規模

資料：「平成13年版　情報通信白書」（総務省編）

　(注１)　我が国の電子商取引（最終消費財）市場の推計手法について

　　　①個人市場と，②法人市場を以下の方法により個別に推計し，その合計額を算出することで推計した。

　　　①電子商取引（最終消費財）個人市場

　　　　下記の式を仮定し，品目別に電子商取引（最終消費財）個人市場を推計した。

　　　　　電子商取引（最終消費財）個人市場＝電子商取引（最終消費財）利用者数×年間平均利用頻度×平均利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用単価

　　　　　なお，各項目の調査手法は以下のとおり。

　　　　　・電子商取引（最終消費財）利用者数・「インターネット利用に関するアンケート」（ＩＴが産業に与え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る影響に関する調査）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「日本の将来推計人口」（社会保障･人口問題研究所）

　　　　　・年間平均利用頻度………………………「インターネット利用状況に関するアンケート」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＩＴが産業に与える影響に関する調査）

　　　　　・平均利用単価……………………………「インターネット利用状況に関するアンケート」
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＩＴが産業に与える影響に関する調査）

　また，平成17年市場については，「インターネット利用状況に関するアンケート」で「今後電子商取引を利用した

い」と回答したものを「今後5年以内に利用始める」と仮定し，平成12年と同様の手法で推計した。

②電子商取引（最終消費財）法人市場

　各業界大手企業，準大手企業に対するファクシミリアンケート及び電話ヒアリング，また業界関係者，専門家へ

のヒアリングから，電子商取引（最終消費財）売上のうち法人消費税の占める割合を推計し，主要な品目について

平成12年の法人消費税を推計した。

　また，平成17年については個人市場の伸びに比例するものと仮定して推計した。

　(２)企業間取引の状況

　㈱ＮＴＴデータ経営研究所，経済産業省，及び電子商取引推進協議会の3者共同で実施した「平

成13年度電子商取引に関する市場規模・実態調査」によると2001年の企業間電子商取引規模は，

本年から新たに調査対象範囲としたサービス関連品目を含め，約34．0兆円に拡大した。これは，

2000年調査の約21.6兆円に比べ58％の拡大であり，前年調査と同一品目に限定しても，約33.6兆円

と約56％増となっている。この数字は，「e-Japan戦略」が電子商取引市場の成長率として目標とし

ている60％を概ねクリアするものということができ，前年調査時点の予測に対しては若干下回っ

ているものの，順調な成長といってよい（表１－１）。

表１－１　２００１年企業間電子商取引（ＢｔｏＢ）の現状

資料：「平成13年度電子商取引に関する市場規模・実態調査」（㈱ＮＴＴデータ経営研究所，経済産業省電子商取引

　　　推進協議会編）

　なお，平成10年度の第1回調査時点から見ると，1998年：8.6兆円，2000年：21.6兆円，2001年：34.0

兆円と年平均50～60％の程度の成長率を維持していることが伺える（図１－３）。
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図１－３　第１回調査からのＢｔｏＢ市場規模の推移

資料：「平成13年度電子商取引に関する市場規模・実態調査」

　セグメント（事業）別にみると，2006年には全般的に品目間の偏りが縮小する中で，建設や繊維・

日用品等が，次第に金額規模を拡大していくことが見込まれる（図１－４）。

図１－４　ＢｔｏＢセグメント別の市場規模の推移

資料：「平成13年度電子商取引に関する市場規模・実態調査」

　（3）行政機関向け電子商取引の現状

　行政機関向け電子商取引（ＢｔｏＧ）については，「平成13年度電子商取引に関する市場規模・実

態調査」によると，2001年は60億円程度に過ぎないが，2003年を目処に急拡大し，2006年には６

兆円を超えるものと予測している（図１－５）。これは，「e-Japan重点計画」において，国土交通
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省が原則2004年までに電子入札システムを構築することとしているほか，同省は2003年度におい

て，自らが発注する殆どの公共工事に，電子入札を適用する予定にあるためである。

図１－５　ＢｔｏＧのセグメント別の市場規模推移

　資料：「平成13年度電子商取引に関する市場規模・実態調査」

　（4）消費者向け電子商取引の現状

　消費者向け電子商取引（ＢｔｏＣ）については，「平成13年度電子商取引に関する市場規模・実態

調査」によると，2001年の市場規模は，2000年調査の8,240億円に対し，約80％増の１兆4,840億円

に達した。これは，昨年度調査時点の2001年予想を若干下回ったものの，厳しい経済情勢の中，

依然として順調な拡大をみせたといえる（表１－２）。

表１－２　２００１年消費者向け電子商取引（ＢｔｏＣ）の現状

　　資料：「平成13年度電子商取引に関する市場規模・実態調査」
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図1－6　第1回調査からのＢｔｏＣ市場規模の推移

　　　資料：「平成13年度電子商取引に関する市場規模・実態調査」

　1998年から2001年の市場規模の推移をみると1998年から順調な伸びを見せ，2001年と1999年の

市場規模の比較では，実に４倍以上の伸びとなっている（図１－６）。

３　中小企業のインターネット活用

　（１）インターネット活用の現状

　中小企業におけるインターネット活用の現状は，平成13年中小企業白書によると，平成12年８

月時点では約７割に達しており，中小企業においてもＩＴの基礎インフラとも言えるインターネ

ットの導入が確実に進展している。インターネット導入済みの企業に，インターネットの利用目

的を尋ねたところ，「現在実施中」の分野では「情報の送受信，共有化」に関連する回答が多く，

「実施を検討中」の分野では，「自社製品・サービスの販売」，「特定企業との受発注取引」，「クレ

ームの受付」，「ホームページ上での調達先募集」等が上位を占めている（図１－７）。また，イン

ターネットを利用して外部や社内での情報交換に前向きに取り組んでおり，近時では情報交換に

とどまらず，積極的に売上やサービスの質の向上にいかすように試しみる傾向がうかがわれる

（図１－８）。ただし，ＩＴ導入による具体的な効果を尋ねたところ，「業務の合理化，効率化」，

「社内情報の共有化」が上位を占める一方で，「新サービス等の開始」，「新規顧客の獲得」との回

答は低い水準にとどまり，大企業と比較しても低くなっている（図１－９）。
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図１－７　中小企業のインターネットの導入状況

資料：商工中金「中小企業のインターネットの利用に関する調査」12年８月調査

図１－８　中小企業のインターネットの利用目的

資料：商工中金「中小企業のインターネットの利用に関する調査」12年8月調査
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図１－９　ＩＴ化が企業に与えた効果（何らかの「効果あり」と答えた企業の割合）

資料：内閣府「ＩＴ化が生産性に与える効果について」平成12年10月調査を基に中小企業庁作成

　（２）県内の中小企業の動向

　県内中小企業においてもインターネットは急速に普及している。第２章の県内中小企業へのア

ンケート調査結果によると，インターネットを利用している企業は80.1％あり，昨年度調査時に

比べ，13.4ポイント上昇している。また，今後利用を予定している企業が3.7％，利用を検討して

いる企業が4.5％あり，さらに普及が進むことがうかがえる（図２－４）。

　インターネットの活用状況は，「電子メールによる情報交換」が最も多く，次いで「技術・新製

品情報の入手」「経済・業界・海外情報等の入手」「自社技術・製品・商品のＰＲ及び販売」の順

で多く，まだまだ情報の収集といった基礎的な利用が多い反面，電子メールやホームページ等に

より積極的に自社の情報を発信する利用が増えてきている。さらに，割合は少ないが，受発注業

務，電子商取引といった，より戦略的な利用もみられる（図２－６）。また，インターネットの普

及が進むに従い，開設した自社のホームページへのアクセスが増えるに合わせて，製品の問い合

わせや引き合いなどのホームページ開設効果を実感している企業が多くみられる（図２－１０）。

　第３章の企業へのヒアリング調査からは，具体的な売上増を実感する企業と実感しない企業と

の２極化がみられる。特に製造業者はインターネットの利用による売上増を実感しておらず，訪

問面接や電話等の従来の営業方式の方がよいと答える企業が多い。これに対してサービス，小売，

飲食店等の各業種は，インターネットの利用による売上増を確実に実感しているところが多い。

これは，製造業者が受発注をする際の製品の「納入期限の厳守」や「不良品の発生率の低減」と

いった制約があることから，インターネット上のみで受発注等の契約が成立する可能性が低いこ

とが挙げられ，これに対してサービス，小売，飲食店等の各業種は，取り扱う「商品」がインタ

ーネット上でやり取りするのに比較的適していることがうかがえる。しかし，多くの企業に共通
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しているのは，ホームページを「自社をＰＲし，取引きを開始するきっかけづくりの一つの手段」

と捉えており，インターネットで全てが解決できるとまでは考えておらず，あくまで，インター

ネットは業務をサポートするツールの一つと位置づけている。

　総じて，インターネットの普及は進んでいるが，インターネットを活用するという意味では企

業間格差が大きくなっており，いわゆる「デジタルデバイド」が拡大していると思われる。

　先にみてきたように今後，企業間（ＢｔｏＢ）や企業行政機関間（ＢｔｏＧ），企業消費者間（ＢｔｏＣ）

等での電子商取引の市場が拡大していくことが予想されており，今後多くの県内中小企業にとっ

ても，受発注などのインターネットの的確に対応することが求められよう。



第２章　県内企業のインターネット利用実態調査
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Ⅰ　調査概要

　１　調査目的

　本調査は，情報化が急速に進展している中で，ＩＴを積極的に利用し経営改善に取り組んでい

る中小企業が増加している。このため県内中小企業のホームページ開設状況を含めたインターネ

ット活用状況を調査し，今後の中小企業の情報化促進に寄与するための基礎データとすることを

目的とする。

　２　調査対象

　　　県内中小企業　　3,000社

　　　（公社が所有している企業情報データベースから各業種の構成比率に応じて無作為抽出した。）

　３　調査期間

　　　平成１４年２月～３月

　４　調査方法

　　　郵送によるアンケート調査

　５　調査票回収状況

　　　回答企業　　843社

　　　回答率　　　28.1％

Ⅱ　調査結果

　１　企業概要

　　（１） 業種別状況

　回答企業を業種別でみると「製造業」が33.4％と最も多く，次いで「建設業」が22.7％，「サ

ービス業」が18.6％，「卸売業」が7.8%，「飲食業」が6.2％，「小売業」が5.8％，「運輸倉庫業」

が3.3%，「情報通信業」が2.1％，「金融業」が0.7％，「不動産業」が0.6％，「その他」が6.8%とな

っている。
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図２－１　業種別状況

　　（２） 資本金別状況

　回答企業を資本金別で見ると「１千万円～３千万円未満」が52.0％，「１千万円未満」が19.9％，

「３千万円～５千万円未満」が12.3％，「５千万円～１億円未満」が7.3％，「個人事業」が3.6％，

「１億円～３億円未満」が3.2％，「３億円以上」が1.7％となっている。

図２－２　資本金別状況

　　（３） 従業員別情報

　回答企業を従業員別で見ると「１１人～３０人」が39.7％と最も多く，次いで「１０人以下」が27.7％，

「３１人～５０人」が14.3％，「５１人～１００人」が11.3％，「１０１人～３００人」が6.4％，「３０１人以上」が

0.5％となっている。

図２－３　従業員別状況

※当グラフは，合計で107.5%となるが，これは一部のアンケート回答企業が複数の業種を
　行っているためである。
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　２　インターネット利用状況

　　（１） インターネット利用状況

　インターネットを利用している企業は80.1％あり，昨年度調査時に比べ，13.4ポイント上昇し

ている。また，「今後利用を予定している」が3.7％，「検討中」が4.5％あり，企業におけるイン

ターネットの普及が急速になされ，今後はインターネットの利活用の検討を重ねている企業に

普及していくことがうかがえる。

図２－４　インターネット利用実態

　業種別の利用状況をみると，「不動産業」と「情報通信業」が100％利用している。次いで多

い順に「製造業」が83.0％，「サービス業」が82.2％，「建設業」が80.9％，「小売業」が79.2％，

「卸売業」が73.8％，「飲食業」が64.7％，「運輸倉庫業」が63.0％，「金融業」が33.3％となって

いる。

図２－５　業種別インターネット利用状況
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　　（２） インターネットの利用目的

　インターネットの利用目的は，「電子メールによる情報交換」が64.8％と高く，次いで「技術

・新製品情報の入手」が42.7％，「経済界，業界，海外情報等の入手」が36.8％，「自社技術・製

品・商品のＰＲ及び販売」が35.7％，「受発注業務」が25.7％の順となっている。利用目的が低

いものでは「人材の募集」が10.0%，「通信販売・電子商取引」が9.6％，「その他」が6.6％とな

っている。

　昨年度調査時に比べ利用目的の順位に大きな違いはみられないが，「電子メールによる情報

交換」，「技術・新製品情報の入手」「経済界，業界，海外情報等の入手」が相変わらず大きなポ

イントとなっており，経営に必要な基礎情報を収集することや情報交換することが大きな比重

を占めており，「受発注業務」や「通信販売・電子商取引」など戦略的にインターネットを活用

している企業は決して多くはないことがうかがえる。

図２－６　インターネット利用目的

　　

　　　　　※当設問は複数回答可

　　（３）インターネットの利用日数

　インターネットの利用日数は，「毎日」と回答した企業が40.7％と高く，「２１～２５日」が15.1％，

「２６～３０日」が3.6％あり，インターネットを利用している企業のうちの約６割が勤務日のほぼ

全てにおいて利用していると言える。逆に，「１６～２０日」が13.3％，「１１～１５日」は8.6％，「６～

10日」が9.5％，「１～５日」が9.2％あり，インターネットを積極的に利用している企業と利用

していない企業との２極化がみられる。
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図２－７　インターネット利用日数

　　

　　（４）インターネットの利用時間

　１日当たりのインターネットの利用時間は，「１時間以下」が44.9％と高く，次いで「１時間

超～４時間以下」が41.1％，「４時間超～７時間以下」が6.4％，「７時間超～１０時間以下」が3.4％，

「１０時間超～１３時間以下」が1.6％となっており，大部分の中小企業においてはインターネット

は業務の補助的な役割を果たしていることがうかがえる。

図２－８　インターネットの利用時間

　　（５）ホームページの開設状況

　ホームページの開設状況は，「開設している」と回答した企業が44.2％あり昨年調査時に比べ，

5.7ポイント増加した。さらに「開設に向け準備中である」と回答した企業が17.2％あり，今後

県内中小企業の６割以上が自社ホームページを持つと予想される。反面「開設はしていない」

が37.4%，「開設はやめた」が1.2％あり，自社ホームページを持つ企業ともたない企業の２極化

がうかがえる。
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図２－９　ホームページの開設状況

　　（６）ホームページ開設効果

　ホームページの開設効果としては，「特に効果はない」と回答した企業は26.2％あるが，「紹

介・問い合わせが増加した」が38.2％，「自社製品のＰＲができた」がそれぞれ37.5％，「企業イ

メージが向上した」が36.9％と高く上位を占めている。次いで「新規取引先が増加し，売上が

向上した」が15.5％，「遠隔地からの注文が増加した」が14.2％，「広告，宣伝費の削減ができ

た」が9.7％，「優秀な人材が確保できた」が6.8％，「マーケティングの調査ができた」が5.2％，「電

子商取引を開始した」が5.2％，「その他」が6.8％となっている。

　昨年度と比較すると，「特に効果がない」と回答した企業が3.1ポイント増加している。また，

「紹介・問い合わせが増加した」が8.1ポイント，「自社製品のＰＲができた」が8.8ポイント，

「企業イメージが向上した」が5.2ポイントそれぞれ減少しており，この３つの設問を中心に効

果があったとする各設問のポイントが減少傾向にある。これは，県内において，インターネッ

トの普及が急速に進みホームページを開設する中小企業が増える中，多くの企業は「紹介・問

い合わせが増加した」などのホームページの開設効果が何らかの形で現れているが，企業によ

ってはホームページの開設が必ずしもプラス効果をもたらしていないことがうかがえる。

図２－１０　ホームページ開設効果

　　　 　　　※当設問は複数回答可　　　　　 
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　３　インターネット活用状況

　　（１） 受注におけるインターネット活用状況

　受注活動におけるインターネット活用状況を見てみると，「現在インターネットを活用した

受注について準備計画中である」が24.7%と最も多く，インターネットの普及とともに積極的な

取り組みを予定している企業が多くなってきている。また，「自社作成のホームページで，常時

受注を受け付けている」が14.4％，「受注のためにインターネット上の受発注ネットワークに登

録している」が14.0％あり，「受注のためのページはないが，製品や業務紹介をホームページで

している」の22.5％を加えると全体の５割を超えており，既に何らかのインターネットを使った

（ＰＲのみを含めた）受注の取り組みをしている企業が多い。逆に「受注業務はない」と回答し

た企業が28.2％と最も多く，「インターネットを通じた受注への取り組みを行う予定はない」が

11.0％ありインターネットを利用する企業と利用しない企業の２極化がみられるようになった。

図２－１１　受注におけるインターネット活用状況

　　　　　※当設問は複数回答可

　　（２）発注におけるインターネット活用状況

　発注活動におけるインターネット活用状況を見てみると，「インターネットを通じた発注（調

達）を行う予定はない」と回答した企業が18.0％あるが，逆に「現在インターネットを活用し

た発注（調達）について準備計画中である」と回答した企業も同程度の18.8％あり，インター

ネットの普及を考慮し，今後積極的な取り組みを予定している企業も少なくない。また，現状

では「新たな発注（調達）先を探すため積極的にホームページを検索している」という企業が

16.8％あり，「特定の取引先にインターネットを通じて常時発注している」が12.7％，「発注（調

達）のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している」が10.1％，「発注（調達）

のためにインターネット上のオークションに参加したことがある」が2.5％あり，何らかの形で

発注業務にインターネットを利用している企業は決して少なくないことがうかがえる。
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図２－１２　発注におけるインターネット活用状況

　　　　　　※当設問は複数回答可 
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　４　自由な意見

インターネットでの取引など受注を受けていきたいが、専門の業者へお願いすると費用が多く
掛かってしまう。できるだけ自社で運営、企画をしていきたいが、知識や技術が不足しており、
そういった点を支援していただきたい。よろしくお願い致します。　　　　　（Ｔ村　製造業）

○

業務状況が公共団体との取引が90％を越えており、現状を踏まえインターネット活用は今後当
然のことと認識しており、その準備を進めております。何かの折、ご指導のほどお願いいたし
ます。 （Ｔ市　建設業）

○

ホームページ作成の指導などしていたら教えて下さい。又活用方法等有りましたら教えて下さ
い。 （Ｉ市　建設業）

○

当社は特定旅客運送業で顧客は学校の生徒であります。よって一般乗客はありませんので今必
要性はありません。将来的にはサービスの充実のためインターネットにより情報（顧客の）を
収集することは必要となると思います。 （Ｔ市　運輸倉庫業）

○

現在インターネットは主に情報収集の目的で使用しています。 （Ｒ市　製造業）○

ホームページ開設に関して興味はあります。今後、前向きに検討しなければならない問題だと
は思います。 （Ｓ市　製造業）

○

もっと積極的にインターネットを活用したいが社内だけでは知識不足でありまた外注すると費
用が掛かる。 （Ｈ町　運輸倉庫業）

○

現在取引先と検討中であります。年内中にいくつかシステムで利用する予定ですが、ページを
作るまでには利用していない状況です。 （Ｋ市　製造業）

○

４月から導入する予定です。稼動後又アンケート等に答えたいと思いますので、その時はよろ
しくお願いします。 （Ｙ町　製造業）

○

製造業についてはインターネットを利用するメリットは特にありません。（当社は特定の客先
からの受注のみ。） （Ｕ市　製造業）

○

地元の学校や職安主催の求人より、ホームページ経由の求人の方が、求職者の質が高く、かつ
ミスマッチがない。（ホームページで業務内容を見てから応募してくるため）またjobi-joba.com
からの応募も質が高くありがたい。 （Ｍ市　サービス業）

○

情報化支援施策と言っても具体的な策の顔が見えない。（現在の策と将来的な展望等）このまま
では企業間格差が広がる一方！ （Ｍ市　情報通信業）

○

得意先が官公庁のため、資材の調達や受注後の鋼管町担当者とのメールによる打ち合わせ等は、
行っているが、今後民間の業務を受注するには、一考を要する。当社は、メールによる処理を
希望します。県の関連団体と思いますが、ＦＡＸの他、ＰＤＦファイルでのメール送信も受け
付ける旨明記してあっても良かったと思います。 （Ｙ町　サービス業）

○

早くホームページを開設しようとしていますが、日々の業務の忙しさに負けて準備作業になか
なか着手出来ないでいる。 （Ｓ市　サービス業）

○

インターネットの立ち上げまでのコストや手間を考えた場合、中小企業においては未だ時期に
至っていないと思われる。 （Ｈ市　製造業）

○

一次下請なので、あまり必要を感じない。 （Ｋ町　製造業）○

個人的には利用しているが、会社で利用して効果があるのか検討しています。（Ｋ町　製造業）○

零細企業なので今のところインターネットは考えていません。 （Ｓ町　建設業）○
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開業して時間がなくなった。開業する前は多少活用していたのでできれば又事業のために活用
したいと思ってます。 （Ｋ市　飲食業）

○

店舗移転に伴い（Ｈ13．11月）ホームページを設置し、宣伝をしようと思っている。（Ｙ村　飲食業）○

ホームページの制作先の紹介などをして頂けると有り難い。（Ａ町　製造業）○

インターネット上での受発注は事務管理をする上で、便利なツールであると思う。
 （Ｙ市　サービス業）

○

今は特にインターネットを必要としていない為利用していないが、コンピューターそのものの
使い方が良く分からないということもあって使いこなせればすすんでインターネットを利用し
てみたいと思います。 （Ｇ町　建設業）

○

インターネットを通じて、土木事務所発注工事の打ち合わせ、週間工程表等の連絡を、実験的
に今回取り組んでおります。お互いのソフトが不足していたりして、現在、勉強中です。現在
の状況では、相手方との問題もあり、十分活用できる状況ではありません。積極的に取り組む
ことは、考えております。 （Ｔ市　建設業）

○

ホームページはただ開設しただけでは意味がないので、その中で自分の考えがどれだけ伝わっ
て、顧客につながるかが大切だと思います。心の伝わる仕事をしたいと思いますので、自分の
心を磨いて、ホスピタリティーマインドの精神で頑張りたいと考えています。
 （Ｉ市　サービス業）

○

中小企業が使える受発注のネットワークを準備してほしい。現在あるものは大企業の考えるも
のが多く中小企業の意見を取り入れた実際に使えるものが必要。 （Ｈ市　製造業）

○

現在ＩＳＯ取得中で、取得後にホームページ開設を予定しています。2003年から県も電子入札に入
ることが決まっていますし、できるだけ講習会にも参加して取り組んでいます。（Ｔ市　建設業）

○

今後、サーバー等の料金が下がればどんどん利用する予定です。 （Ｔ市　建設業）○

ＨＰの開設は早くから行っていた。しかし、当社製品の性質上少しづつ利用するための整備を
行っている。社内のＬＡＮ、ｅ－ｍａｉｌなどの利用が主目的で未だ生産管理システムをリン
クさせる所まではいっていない。いずれはリンクするようになると思うけれど！ＨＰの内容を
４月には大幅変更する。 （Ｍ市　製造業）

○

当社は、建設コンサルタント業なので、業務上のデータのやり取りにインターネットを活用し
ているが、今後は、電子入札、電子納品等が増えると思われるので、その辺の取り組みを考え
ていきたい。 （Ｍ市　その他）

○

個人所有のものを必要に応じ利用させてもらっている当社としては、まだであります。
 （Ｔ市　その他）

○

ホームページを開設したいが、良くわからない。 （Ｉ町　製造業）○

私共の業種ではネット上での受注は、ないと思います。建築工事に関しては特にないと思う。
プレハブメーカー等はいいかと思いますが。 （Ｍ町　建設業）

○

今のところ必要ない。 （Ｈ市　卸売業）○

現在、10店舗の薬局を経営しており、日計、商品在庫、その他を社内のＬＡＮなどで管理して
いきたいと思っておりますが、取引先のコンピューター会社が当社のニーズに対応できない為、
現在は採用しておりません。 （Ｋ町　サービス業）

○

面倒である。顧客が勝手にやっているようだが内容が違っているが・・・。の程度の考えであ
る。 （Ｙ町　飲食業）

○
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見積等の資料の受発注、図面の受発注に利用。 （Ｙ市　建設業）○

まだ開始したばかりなのでそれほど役に立っていないのが実情です。 （Ｋ市　サービス業）○

ホームページを開設するに当たって、補助金等があれば、教えて欲しい。 （Ｓ町　建設業）○

問10について、現在当社は火災・障害保険等自動車お客様よりの加入依頼を損保会社とコンピ
ューターにて計上しております。 （Ｓ町　サービス業）

○

ヤフー（yahoo）にも掲載されている（茨城→設計事務所）ことが、受注拡大につながってい
ると思います。 （Ｍ市　サービス業）

○

ＨＰ第１段階として情報を提供することに重点を置いてＨＰの準備を進めています。コンセプ
トの置き方でかなり内容の異なるＨＰが出来るものです。 （Ｈ市　運輸倉庫業）

○

自分でホームページ内容を作ろうとしているのですがなかなか出来ない。 （Ｉ市　飲食業）○

官庁の入札がインターネットを使用したものとなるようなので設置はしているが、まだ使いこ
なせない。 （Ｈ町　建設業）

○

自動車部品中古（リサイクルパーツ）を仕入れて販売してます。 （Ｍ市　卸売業）○

正直な内容で言えば、中小企業は使用する時間があまりないと思います。ＨＰの見直しをやり
たいが担当が忙しい等で遅れてしまうし、活用はしているが現状は結果が出ていないとの内容
です。今後は社内の利用をフォーマット化して活用方法を検討します。 （Ｈ市　製造業）

○

ホームページの更新等を考えているが、なかなか出来ないでいる。 （Ｏ町　飲食業）○

営業拡大に必要と思います。検討中です。 （Ａ町　飲食業）○

ホームページを開設したい希望はありますが、担当になるものが現在は居ませんので開設まで
には至りません。 （Ｈ町　製造業）

○

当社は清酒製造業であるが、原料となる「米」が食糧管理法の規制を受け、又、販売する製品
が酒税法の規制を受けている。インターネット活用の方法がない訳ではないが、ＰＲに終始す
る時代ではなくなった。規制緩和が進んでいるが、方向によっては、必要性が生じることと思
う。個人的には、大いに活用している。 （Ｄ町　製造業）

○

社内パソコンスクールを考えております。各自レベルが違う社員教育をする方法、案、他社参
考などあればお教え下さい。 （Ｓ町　建設業）

○

早くインターネットを入れようと思いつつ早２年。もう完全に、時代に取り残されてしまって
います。もう今すぐにインターネット申し込み予定です！ （Ｕ市　建設業）

○

鋼管町の入札参加がインターネットで行われるとの事で当社も今年中に利用できればと思って
検討中です。 （Ａ町　建設業）

○

ネットの事をネットでやればネットの使用実態がわかるのでは・・・。　　　（Ｔ町　製造業）○

特に秀でた技術者があればＨＰの公開で受注を望める可能性は高いと思いますが、技術が同業
他社と比較をして同じレベルでは受注につながる可能性が低いと考えて公開しておりません。
間違いでしょうか。 （Ｈ市　製造業）

○

インターネットを利用したＢ to Ｂ及びＢ to Ｃは予想したように機能していない。その理由は、
インフラの統一が出来ていない為。 （Ｍ市　卸売業）

○

業務がＨ市内の地方公設市場内の電算処理及び生産業務に限られており、現在のところインタ
ーネットを必要としておりません。 （Ｈ市　サービス業）

○
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Ⅲ　調査票

��������	
���

　Ⅰ　貴社の概要等についてご記入ください。　　以下、該当する�に�× 印又は�� してください。

　Ⅱ　インターネット利用状況、利用目的、ホームページ設置状況について　

　問１　貴社はインターネットを利用していますか。

�①利用している。　→問２、３、４、５へ
�②利用を予定している。　→問１１へ
�③利用していない。（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）→問１１へ
�④検討中。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→問１１へ
�⑤利用はやめた。（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）→問１１へ

　問２　貴社はインターネットを主にどのような目的で利用していますか。（複数回答可）

�①自社技術・製品・商品のＰＲ及び販売
�②人材の募集
�③電子メールによる情報交換
�④技術、製品情報の入手
�⑤受発注業務
�⑥電子商取引※
�⑦経済、業界、海外情報等の入手
�⑧その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※ここでの「電子商取引」は，電子市場参入から代金決済・取引終了に至る商取引フローの一部または全部をイ
ンターネット上で行うこと指します。（インターネット上で「通信販売」を利用する場合もこちらに含めます。）

　問３　インターネットの１ヶ月当たりの利用日数はどのくらいですか。

　　�①１～５日
　　�②６～１０日
　　�③１１～１５日

企 業 名

〒所 在 地

�1. 製造業　�2. 建設業　�3. 卸売業　�4. 小売業　�5. 飲食業　�6. サービス業

�7. 運輸倉庫業　�8. 金融業　�9. 不動産業　�10.  情報通信業　�11. その他
業　 種

�個人事業　�１千万円未満　�１千万円～３千万円未満　�３千万円～５千万円未満

�５千万円～１億円未満　　　�１億円～３億円未満　　　�３億円以上
資 本 金

�10人以下　�11～30人　�31～50人　�51～100人　�101人～300人　�301人以上従業員数

F A X電 話
連 絡 先

御担当者名E-mail
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�④１６～２０日
�⑤２１～２５日
�⑥２６～３０日
�⑦毎日

　問４　インターネットの１日当たりの利用時間はどのくらいですか。

�①１時間以下
�②１時間超～４時間以下
�③４時間超～７時間以下
�④７時間超～１０時間以下
�⑤１０時間超～１３時間以下
�⑥１３時間超～１６時間以下
�⑦１６時間超～１９時間以下
�⑧１９時間超～２２時間以下
�⑨２２時間超～

　問５　貴社はホームページを開設していますか。また、開設した時期はいつですか。

�①開設している。（開設時期　平成　　　年から）→問６、問７、問８、問９、問１０、問１１へ
�②開設に向け準備中である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→問９、問１０、問１１へ
�③開設していない。（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）→問９、問１０、問１１へ
�④開設はやめた。（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）→問９、問１０、問１１へ

　　　　
　問６　貴社のホームページのＵＲＬを教えてください。

　　　　　　ＵＲＬ：

問７　当公社では、県内中小企業の情報発信を支援しており、定型の様式で企業概要を掲載し企業

のホームページとリンクを張ることを進めておりますが、貴社の企業概要を掲載しホームペ

ージアドレスを当公社のホームページから発信することを希望しますか。

　　�①希望する。　　�②希望しない。
　問８　ホームページを開設してどのような効果がありましたか。（複数回答可）

�①新規取引先が増加し、売り上げが向上した。
�②遠隔地からの注文が増加した。
�③優秀な人材が確保できた。
�④広告、宣伝費の削減ができた。
�⑤企業イメージが向上した。
�⑥紹介、問い合わせが増加した。
�⑦マーケティングの調査ができた。（顧客ニーズをつかめた。）
�⑧自社製品のＰＲができた。
�⑨電子商取引※を開始した。
�⑩特に効果はない。
�⑪その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※ここでの「電子商取引」は,電子市場参入から代金決済・取引終了に至る商取引フローの一部または全部をイ
ンターネット上で行うこと指します。（インターネット上で「通信販売」を利用する場合もこちらに含めます。）
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　Ⅲ　貴社の受注におけるインターネット活用状況等をお尋ねします。

　問９　貴社の受注のためのインターネット活用状況をお教えください。(複数回答可)

�①自社作成のホームページで、常時受注を受け付けている。　 
�②インターネット上のショッピングモールに出店している。 　　　　
�③受注のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している。
�④受注のためにインターネット上のオークションに参加したことがある。
�⑤受注のためのﾍﾟｰｼﾞはないが、製品や業務紹介をホームページ上でしている。　　　　
�⑥現在インターネットを活用した受注について準備計画中である。　　
�⑦インターネットを通じた受注への取り組みを行う予定はない。　　　
�⑧受注業務はない。　　　

 
　Ⅳ　貴社の発注(調達)におけるインターネット活用状況等をお尋ねします。

　問１０　貴社の発注(調達)のためのインターネット活用状況をお教えください。(複数回答可) 

�①新たな発注(調達)先を探すため積極的にホームページを検索している。
�②特定の取引先にインターネットを通じて常時発注している。
�③発注(調達)のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している。
�④発注(調達)のためにインターネット上のオークションに参加したことがある。
�⑤現在インターネットを活用した発注(調達)について準備計画中である。
�⑥インターネットを通じた発注(調達)を行う予定はない。
�⑦発注(調達)業務はない。　　　

問１１　その他ご意見、ご感想をご自由にご記入ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

受注には、貴社における、商品、製品、資材、部材、原材料等の販売、サービス、加工作業等の

役務の提供、物件の製造、建設等を全て含みます。

発注（調達）には、貴社における、商品、製品、資材、部材、原材料等の購入、サービス、加工

作業等の役務の提供依頼、物件の製造発注、建設発注等を全て含みます。



第３章　県内企業の イ ン タ ー ネ ッ ト 利用実態ヒ ア リ ン グ 調査
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Ⅰ　卸売・小売業　　　　　　　　　　Ａ社（Ｔ市）

〇業　種　　　卸売・小売業（酒類）

〇資本金　　　３００万円

〇従業員　　　６名

企業概要

〇開設時期　　平成８年４月

〇作成者　　　自社で作成

〇費　用　　　サーバーの設置及び店内の配線の敷設で約５０万円。ホームページ

の作成及び更新は全て自社で対応しているため費用はかかってい

ない。

〇特　色　　　ホームページ上でのワインの通信販売が可能。特に，自社でワイ

ンを直接輸入していることから，共同購入コーナーを設け，多人

数で輸入ワインを安く仕入れることができる。また，ヨーロッパ

産の輸入ワインの情報は充実している。

〇改善点　　　ホームページの内容については現状で十分である。設備面では，

店内の現在の配線は送受信の効率が悪いので改善を検討中である。

〇更新頻度　　新着情報を中心に随時実施。ホームページの構成自体も数年に１

度実施している。

ホームページの

開設・運営関係

・当社は配達を行っておらず，店頭販売及びインターネット上でのワインの通信

販売のみであり，当社の売上げの半分は，通信販売分も含めてインターネット

上のＰＲで獲得したものである。

・ヨーロッパ産のワインについては，有名な物から無名な物まで多種多数揃えて

おり，このことをインターネット等でＰＲできたため，店頭販売及び通信販売

のみで商売が可能となった。

ホームページの

開設効果

・受注については，インターネット上でワインを中心に２０～３０件／日の注文があ

り，全国に発送している。

・発注についても，インターネットが普及している国に限定されるが，ヨーロッ

パの生産者に直接注文を出している。

受発注における

インターネット

活用状況

・地域の“酒屋”は，酒販売免許が緩和されたことから，大手スーパーマーケッ

トや酒量販店との価格競争に敗れ衰退しつつある。“酒屋”が今後生き残るため

には新しい発想が必要。インターネットの利用もその一つである。

インターネット

活用についての

意見

・インターネットやコンピューター関連の高度な研修が受けたいので行政の支援

を要望したい。また，県で構築する「ブロードバンドネットワーク」を民間企

業や個人が安価に簡単に使用できるよう工夫を願いたい。

行政等に対する

要望
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Ⅱ　製造業　　　　　　　　　　Ｂ社（Ｈ市）

〇業　種　　　製造業（加工技術・プレス）

〇資本金　　　１，０００万円

〇従業員　　　４２名

企業概要

〇開設時期　　平成１０年１０月

〇作成者　　　民間業者に委託

〇費　用　　　初期立上げ約４０万円。その後「製品情報」を２回更新したが，社

員が行ったため費用はかかっていない。

〇特　色　　　当社の技術力をＰＲするため動画を使用した。

〇改善点　　　動画等を使用しているためホームページの立ち上がりが“重く”，

改善を検討している。具体的には，近月中にホームページをリニ

ューアルし上記の“重い”状態の改善，「受発注コーナー」や「意

見・要望コーナー」を組み込むことを検討している。

〇更新頻度　　「製品情報」を２回更新した。

ホームページの

開設・運営関係

・ホームページのアクセス件数は，平成１０年１０月～平成１４年３月間で約２，０００件。

・自社ホームページや受発注専門の登録式ホームページのＰＲ効果は高いと思う

が，実際に受発注まで繋がったのは過去３年間で数件程度であり，現在のとこ

ろ売上げへの直接効果は薄い。

・今後はインターネットによる受発注増加を期待したい。

ホームページの

開設効果

・大手の発注企業の受発注システムに登録しているが，現在のところ生産管理機

能しか活用しておらず，同システムによる受発注は実施していない。

・自社ホームページには「受発注コーナー」は設けていない。また，受発注専門

の登録式ホームページには登録しているが，受発注まで繋がったのはこれまで

数件程度である。

受発注における

インターネット

活用状況

・自社ホームページによるＰＲを中心とした現在のインターネットの使用方法で

は，自社内にサーバーを設置する必要はない（現在プロバイダー「借上げサー

バー」を使用）。

・今後，３次元ＣＡＤのデータの送受信を考えているので，送受信のスピードが速

い「ＡＤＳＬ」を導入したい。

インターネット

活用についての

意見

・Ｈ市地区の下請企業の“横”の連携を強化するため，企業間で情報交換ができ

るネットワークシステムを現在地元の商工会議所を中心に検討中である。ぜひ，

行政の支援をお願いしたい。

行政等に対する

要望
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Ⅲ　製造業　　　　　　　　　　Ｃ社（Ｏ町）

〇業　種　　　製造業（電子機器の設計・製作）

〇資本金　　　３００万円

〇従業員　　　３名

企業概要

〇開設時期　　平成７年３月

〇作成者　　　自社で作成

〇費　用　　　県内中小企業支援機関の有料ホームページ作成セミナーを受けて

作成。作成費用はセミナー代のみ。

〇特　色　　　当社は「設計」からできることが強みであり，この点をホームペ

ージ上のＰＲの中心にしている。

〇改善点　　　“表現”をもっと工夫したい。また，発注企業側で電子商取引を開

始するとのことなので，状況によってはこれに対応したホームペ

ージ及びシステムをを新たに作成することになるかもしれない。

〇更新頻度　　ホームページの更新は実施していない。

ホームページの

開設・運営関係

ホームページ開設後，当社の情報が欲しいとの引き合いが１０件程度あった。しか

し，受注までには発展していない。

ホームページの

開設効果

・受発注については，既存の取引先からのものが大部分なので，特にインターネ

ットは活用していない。

受発注における

インターネット

活用状況

・インターネット用の高速回線を使いたいが，地元町は通信速度が６４kbpsしかな

く，今流行しつある“ＡＤＳＬ”サービスが開始される計画もない。しかし，

高速回線が使用できるようになれば，ホームページのコンテンツや電子メール

の送受信などで多様な展開が考えられる。ぜひ，全県的な高速回線サービスを

希望したい。

インターネット

活用についての

意見

・県で構築する「ブロードバンドネットワーク」を民間企業や個人が安価に簡単

に使用できるよう工夫を願いたい。

行政等に対する

要望
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Ⅳ　製造業　　　　　　　　　　Ｄ社（Ｔ村）

〇業　種　　　製造業（電子機械器具製造）

〇資本金　　　１，０００万円

企業概要

〇開設時期　　平成１３年１０月

〇作成者　　　自社で作成

〇費　用　　　役員が作成し，サーバーはプロバイダーから借り上げているため，

プロバイダーへの接続料金のみしかかかっていない。

ホームページの

開設・運営関係

・問い合わせはあり営業のきっかけにはなるが，受発注まで発展したケースはな

い。

ホームページの

開設効果

・問い合わせはあるが，受発注まで発展したケースはない。

・インターネット上のやり取りだけで受発注を決めることは難しいと思う。実際

受発注における

インターネット

・将来的にはインターネット上で受発注までして見たいと思う時もあるが，現時

点では「インターネット上の検索」「電子メールでの打合せ」「受発注決定」の

インターネット

活用についての

・現在，中小企業の７割が「赤字経営」ではないかと思う。融資等を決定する時

の要件として，担保だけでなく「企業の将来性」を挙げるなど公的資金を中小

行政等に対する

要望
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Ⅴ　サービス業　　　　　　　　　　Ｅ社（Ｈ市）

〇業　種　　　サービス業（人事総合コンサルタント）

〇資本金　　　２，０００万円

企業概要

〇開設時期　　平成８年１０月

〇作成者　　　民間業者（資本関係のない関連企業）に委託

〇費　用　　　初期立上げ６００万円（ソフト200万円，機器400万円）。運営費は年

間６００万円（業務〈人事・求人・求職・顧客管理〉の性格上，顧客

ホームページの

開設・運営関係

新規の顧客獲得の効果は少ない（今後この面を強化予定）。もともと当社のホーム

ページは，既存の顧客とのデータの送受信機能を中心に作成したものであり，営

ホームページの

開設効果

上記「ホームページの開設効果」と同じ受発注における

インターネット

・通信関係の大手企業は，今後どのような通信回線サービスが必要か分かってい

るのに，新たな通信回線サービスを「小出し」にする傾向があるのには閉口し

インターネット

活用についての

・上記のとおり当社はセキュリティー重視のサーバーシステムを構築する必要が

あるが，初期コストとランニングコストのどちらも多額となる。この費用の節

行政等に対する

要望
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Ⅵ　建設業　　　　　　　　　　Ｆ社（Ｍ市）

〇業　種　　　建設業（総合工事業）

〇資本金　　　６，０００万円

企業概要

○開設時期　　平成８年。平成１３年１１月にリニューアル。

○作成者　　　当初は社員が立ち上げたが，最終的にはＳ市内の業者に委託し、

リニューアルした。

○費　用　　　当初約３０万円。メンテナンス料として月１万４千円

ホームページの

開設・運営関係

月に３５０件ほどのアクセスがあり，それだけの人が自社の住宅展示場に来ている

のと同様の効果があるものと考えられ，実際に，ネット上で資料請求された案件

ホームページの

開設効果

・現在は施工例の紹介と賃貸情報の提供のみで，それ以外では特殊な建材を仕入

れる際に情報収集に利用する程度である。

受発注における

インターネット

・当社の顧客の中心は３０～４０代でありインターネットに対する抵抗感が薄い年齢

層であるため，今後もホームページを充実させ，顧客の取り込みを図っていき

インターネット

活用についての

受発注など企業活動においてインターネットを利用できるよう，環境整備と普及行政等に対する
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Ⅶ　サービス業　　　　　　　　　　Ｇ社（Ｓ市）

〇業　種　　　サービス業（旅館業）

〇資本金　　　２，５３０万円

企業概要

○開設時期　　平成１０年３月

○作成者　　　ホームページのコンテンツ企画は自社で実施した。作成作業は地

元の業者に委託した。

○費　用　　　サーバーはプロバイダーのものを借上げていることから，比較的

ホームページの

開設・運営関係

インターネット上での予約による宿泊が昨年実績で約１６２件あり，全体宿泊数の

約６％にあたる。また，鹿嶋市でのワールドカップ観戦のために当県を訪れるア

ホームページの

開設効果

上記「ホームページの開設効果」と同じ。受発注における

インターネット

当社はパソコンを持参すれば全部屋でインターネットの使用（ダイヤルアップ接

続・ＩＳＤＮ）が可能であるが，インターネットに関する技術革新のスピードは

インターネット

活用についての

現在，当市では一部しか常時接続やＡＤＳＬが整備されていない。行政等の力添行政等に対する
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Ⅷ　製造業　　　　　　　　　　Ｈ社（Ｋ市）

〇業　種　　　製造業（電子機械器具製造）

〇資本金　　　１，０００万円

企業概要

○開設時期　　平成１１年１２月

○作成者　　　ホームページのコンテンツ企画・作成は全て自社で実施した。

○費　用　　　初期費用（ドメイン取得費）３万円。維持管理費約１万５千円／

年である。サーバーはプロバイダーのものを借上げている。

ホームページの

開設・運営関係

・ホームページを開設しても「製品の出荷量が増加した」等の直接利益につなが

る効果はなかった。

ホームページの

開設効果

発注先の大手企業の商品リストは定期的に確認している。また，各課とも情報収

集や取引先とのメール（添付ファイル含む）のやり取り等直接的な受発注の業務

受発注における

インターネット

業務の効率化がインターネットの第１目的と思っているので現状の使用方法で満

足している。

インターネット

活用についての

県で構築する「ブロードバンドネットワーク」が安価に利用できれば使いたいが，行政等に対する
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Ⅸ　飲食店　　　　　　　　　　Ｉ社（Ｏ町）

〇業　種　　　飲食店（すし・日本料理店）

〇資本金　　　５００万円

企業概要

○開設時期　　平成１１年１１月

○作成者　　　パソコン購入業者に紹介されたプロバイダー業者

○費　用　　　サーバーはプロバイダーのものを借上げていることから，比較的

低料金で済んだ。初期費用３万円，維持管理費はプロバイダー料

ホームページの

開設・運営関係

当店のホームページや当社の記事が載っている旅行雑誌をみて来た客は結構多く，

全体の約３割程度である。首都圏や千葉，栃木，群馬などの他県からの来客が多

ホームページの

開設効果

当店のホームページには，客室やテーブルの予約機能はあるが，利用していない。

メールのやり取りでは見落とす可能性もあるので予約は電話だけで確認している。

受発注における

インターネット

・インターネットによるＰＲ効果は，チラシ等の「紙」を媒体にしたＰＲと比較

すると遥かに安い費用で効果が高いと思う。しかし，自分自身でパソコン等を

インターネット

活用についての

・国，県，市町村などのＩＴ関連の支援施策がよく分からないのでもっとよくＰ

Ｒして欲しい。中小企業，特に当店のような飲食業は毎日が忙しくなかなか目

行政等に対する

要望



第４章　平成１３年度調査結果を踏まえた専門家の意見
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（財）茨城県中小企業振興公社 専門家派遣事業登録専門家　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　（（有）ガイア 代表取締役）�������

１． ＩＴ化とインターネット

　先般、下げ止まりが見えてきたとはいえ、昨今の長引く不況の中で企業活動の高度化、効率化を行

うにあたっては情報の活用、いわゆるＩＴ化が重要と言われています。

　ＩＴ化は小売業や飲食業、流通、サービス業などにおいてはＰＯＳ等による顧客情報や売れ筋情報

の管理、在庫管理などの情報の活用、製造業や建設業においては、設計、開発の効率化から工程管理、

在庫管理などの情報の活用が重要であり、また、業種に関わらず適用される分野として、総務、経理、

会計などの業務の効率化、営業においては営業情報や顧客情報、受発注業務などがあります。

　これらのＩＴ化は何もコンピュータを利用する事が全てではありませんが、情報を活用するという

点においてはコンピュータを使う事により、より高度化、効率化が図れます。

　一方、インターネットは、電話、ＦＡＸ、新聞、テレビ放送などと並ぶ通信メディアの一つに過ぎ

ませんが、これらＩＴ化を図る上では欠かせないメディア、ツールとなっています。

　従来、業務におけるインターネットの活用と言えば、ホームページを活用した企業情報の発信や通

信販売等、また各種の情報検索による情報の入手、さらにインターネットのメールを利用した情報の

やりとりが中心でしたが、近年はブロードバンドの導入により、これらの従来型の活用に加え、情報

システムのバックボーンとして、より業務に密着した利用が可能になって来ました。

２．ブロードバンド時代のインターネット利用

　平成１３年、日本でのインターネットにおける大きな変化はブロードバンドの普及でした。従来、イ

ンターネットを利用するにはアナログ電話、ＩＳＤＮ電話などにより、利用者が電話をかけて利用す

るか、月額数万～数十万円する専用線を敷設して利用するしかありませんでした。

　前者の場合はインターネットを使えば使うほど、コストが増大し、後者の場合、月額コストが高い

事から中小企業での導入には敷居が高いという難点がありました。

　現在、急速に普及しつつあるＡＤＳＬブロードバンドでは月額５０００円～１万円程度の定額で、イン

ターネットを使い放題で、なおかつその転送速度も従来の２０倍以上となり、非常に有用な接続方法と

なってきました。

　ブロードバンドの恩恵は、よく、そのスピードにあると言われ、動画が再生できることなどに注目
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されがちですが、こと業務に利用するにあたっては、常時接続でなおかつ定額である事が重要になっ

てきます。

３．インターネットの業務への応用とブロードバンド

　さて、今回の調査によれば、企業の８０％が何らかの形で、インターネットを利用しているという結

果が出ています。

　本文にもある様にインターネット利用に関しては今後、戦略的に利用するところとそうでないとこ

ろの二極化が見られる様です。

　これは、インターネットのホームページやメールの活用に関しての模索期が終わり、業種や企業毎

に実務への有用性が確立してきたことによると思われます。

　同業者や取引先が日常的にインターネットを取り入れている(いわゆる ＢｔｏＢ)企業については

必然的にインターネットの利用が必須であり、そういった企業については既に導入が一段落している

状況だと思われます。

　今後は既存取引先のみならず、官民の受発注ネットワークの利用など受発注経路の拡大に取り組む

ことが重要であると思われます。

一方、ＢｔｏＢが普及していない業界でも消費者向け市場(いわゆる ＢｔｏＣ)については今後も拡大

基調であり、従来のパソコンや書籍などを中心にした市場から、雑貨、趣味、食品（例：傘、竹細工、

カステラなど）ニッチ商品でのニーズが伸びていることから、中小企業でも、まだ参入の余地は十分

にあると思われます。

　特に前述のブロードバンドの普及、さらにはゲーム機からのインターネット利用、そして既に普及

している携帯電話のｉモードの更なる進化など、消費者市場はめまぐるしく変わっていきます。従来

からのホームページベースのビジネスにおいては、これらの技術的な進化や消費者のニーズにどう対

応していくかが課題となります。

　国・官公庁の入札のネット対応（いわゆる ＢｔｏＧ）はようやく一部で始まったばかりですが、今

後、本格化することが予想され、建設業、小売業、情報通信業など、今後の対応が要求されます。

　現在は積極的な利用を考えていない企業でも、今は電話、ＦＡＸがなければほとんどの業務がなり

たたないのと同様にいつかは導入を迫られる時期が来ると考えたほうがよいと思われます。

　既にインターネットのホームページやメールを業務に取り入れている企業は、それらの有用性を理

解し、業務の１ツールとして上手に活用していくことが重要です。

　さらに、今後は、ブロードバンド、常時接続を利用する事により、従来のホームページやメールの

みならず、各業種のＩＴ化に応じて様々な活用をする事が出来る様になります。

　ブロードバンドで各支店や取引先との間で常時接続がなされ通信費用の問題が軽減され、さらに転

送速度が速くなり、大きいファイルサイズのデータ（図面、動画、音声、データベース）のやりとり
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が可能になることで、例えば下記（表１）の様な事ができる様になります。

（表１）常時接続、ブロードバンドによる一般的なメリット

(*)ＡＳＰとは 

メリット項　　　目

←通信費用を気にせずにきめ細かに受発注や入
札に対応できる。

←顧客対応や取引先対応にきめ細かに対応でき、
通信費用も削減できる。また、通信記録が残る。

←通信費用が削減できる。図面や商品など実際
の品物を画像で見せながら打合せなどができ
る。出張費用の削減。

←ＰＯＳ、銀行振込、支店間ネットワークなどに
かかる通信費用を大幅削減できる。

←ＭＯなどにデータを入れての持ち運びがなく
なる。郵送費用などの低減とともに、何より、
相手に瞬時に届く様になる。

←対消費者対応として商品の説明などに動画コ
ンテンツを利用できる様になる。

←高価な専用システムを導入せずとも、インタ
ーネットベースの安価な機器で対応できる。

←会計、経理などに高価なシステムを使わずに
安価に最新版が利用できる。

・従来型ホームページからの受発注のリアルタ
イム化

・メールをリアルタイムに読み書きする

・テレビ電話、テレビ会議、IP電話など

・常時接続、専用線の代用として社内ネットワ
ーク，社内システムの費用削減に

・大容量ファイルの転送（図面，写真，DB）

・動画などのブロードバンド対応コンテンツの
利用

・監視カメラ、遠隔監視、遠隔操作など

・各種業務用ASP(*)の利用

　従来、パソコンで業務を行おうとすれば、Excel、Accessなどで行うか、○○会計などの市販ソフトを
購入するか、独自、または外注で自社専用のソフトを開発するかという選択肢しかありませんでした。
特に自社専用に開発するとなると数百万円の開発費がかかったり、支店間で接続するのに多額の通信費
用がかかるといった問題がありました。
　ＡＳＰはアプリケーションサービスプロバイダーの略で、インターネット上にある業務用のホームペ
ージをレンタルし、そこで業務を行うというものです。この方法だと自社のパソコンに特別な手を加え
なくても契約し、ホームページが見られる状態になればすぐに業務が始められます。また、ＡＳＰには
あらかじめ、会計、経理、営業日報、顧客情報管理、スケジュール管理などの一般的なものから、資材
調達、建設業向け、飲食店向けなど各業者向けが揃っています。また、サーバーやシステムといった特
別な知識を必要としないのでインターネットに接続する基本的なことさえわかれば導入できるといった
気安さがあります。
　一方でインターネットにつながないと業務が出来ないので、従来は業務に使えば使うほど通信費用が
かかるという問題がありましたが、ブロードバンド、常時接続を利用することにより定額で利用できる
様になり、さらに営業日報の様に複数支店でまたがって使うものでも、複雑なシステムを組むことなく
実現できる様になりました。
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　この様な事を踏まえて、今後、各業種に応じて下記（表２）の様な活用が出来る様になる事が考え

られます。

（表２）業種毎にみる業務へのブロードバンド・インターネットの可能性

 

４．今後の見通しと問題点

 　ＡＤＳＬを使ったブロードバンドに関しては、今現在ではかなり普及していますが茨城県内の一

部町村でまだ使えない状況にあります。また、適用範囲であってもNTTの交換局局舎から距離が遠い

と規定の転送速度が得られないという問題があります。

　インターネットの普及により、地域間格差がなくなったと言われて久しいですが、ことブロードバ

ンドの普及に関しては再び、地域間格差が生まれてしまっているのが現状です。

　今後、このＡＤＳＬによるブロードバンドのさらなる普及を望むとともに、既に大都市圏や県内市

部を中心に始まっている光ファイバによるブロードバンド、あるいは無線ネットワークを使ったブロ

ードバンドが早期普及する事が望ましく思われます。

　茨城県に限っていえば、県のＩＴ戦略における基本インフラとして「いばらきブロードバンドネッ

トワーク（仮称）」の構築を計画しており、今後の動向に注目していきたいところです。

情
報
通
信
業

不
動
産
業

金

融

運
輸
倉
庫
業

サ
ー
ビ
ス
業

飲

食

業

小

売

業

卸

売

業

建

設

業

製

造

業

●●●●●●●●●●既存取引先との連絡、受発注

インターネットで

●●●●●国、官公庁との入札業務
●●●●メーカー等との入札業務
●●●●●●●●●●新規受発注先の開拓
●●●●●●●●●●異業種との業務提携による業務範囲の拡大
●●●●設計図面の管理、共有
●●●●●●●●●●総務、経理系業務へのASP導入

●●●大容量図面ファイルの転送を可能に

ブロードバンドで
●●●●●●●●ホームページコンテンツのBB 対応
●●●●●●●●●●テレビ電話、IP 電話による遠隔地打合せ

●●●●●●●●現場監視
●●●●●●●●●●総務、経理系業務のIT 化

その他IT化全般

●●●●●進捗状況、工程管理
●●●●●現場への無線LAN 導入

●●●●●●●現場へのモバイル端末導入
●●●売上げ分析

●●●●●●●●●顧客情報管理
●●●●●●●在庫管理

●●●●●●●●●受発注情報管理
●●●●●●図面管理
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　平成１４年度は前記、ブロードバンドに加え、IP電話の普及が見込まれています。また、携帯電話も

第３世代の高速デジタル転送が可能になり、携帯電話でテレビ電話や動画が可能になります。

逆に、常時接続の普及により、ウィルス感染の危険性や侵入や改ざんの危険性が増大しており、業務

の安定した遂行と社外への信頼を考えれば、常にこれら、セキュリティについて意識し、対策を図る

ことも重要です。

　今後、企業におけるインターネット活用という観点では、ブロードバンドという言葉に惑わされず

に、ＩＴ化において、各業務に見合った活用方法を考えながら、導入していく事が重要になると思わ

れます。　



第５章　県内企業ホームページアドレス
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ＨＰアドレス所　　在業　企　　　業　　　名番号

http://www.archivision-inc.com/守谷市松ヶ丘サービス業有限会社 ア ー キ ヴ ィ ジ ョ ン1

http://www.tn-usc.co.jp下館市一本松そ の 他株式会社 アーバンシステムコンサルタント2

http://www.iecha.com日立市大みか町サービス業ア イ ・ イ ー ・ シ ー 株 式 会 社3

http://www.ic3.co.jp水戸市南町サービス業株式会社 ア イ ・ シ ー ・ キ ュ ー ブ4

http://www.itckk.co.jp/つくば市上横場サービス業アイ・テー・シー株式会社つくば事業所5

http://www.diga.co.jp/日立市千石町製 造 業ア イ ガ 電 子 工 業 株 式 会 社6

http://www.idec-j.co.jp日立市水木町製 造 業株式会社 ア イ デ ッ ク7

http://www.aaa/pha-net.ne.jp/aoikogyo守谷市本町製 造 業葵 工 業 株 式 会 社8

http://www7.ocn.ne.jp/̃aoitec/那珂郡東海村製 造 業株式会社 葵 テ ッ ク9

http://www.aokiglass.com石岡市杉並卸 売 業青 木 硝 子 株 式 会 社10

http://www.ne.jp/asahi/aoki/ibaraki西茨城郡友部町小 売 業有限会社 青 木 商 店11

http://www.assign.co.jp/ひたちなか市表町サービス業株式会社 ア サ イ ン12

http://www.asanoseiki.co.jp/つくば市上河原製 造 業ア サ ノ 精 機 株 式 会 社 茨 城 工 場13

http://www.intio.or.jp/asia真壁郡関城町製 造 業アジアエンジニアリング株式会社14

http://www.askgr.co.jp/高萩市高萩製 造 業株式会社 ア ス カ 技 研15

http://www.intio.or.jp/atec/下館市二木成サービス業有限会社 ア テ ッ ク16

http://www.net-ibaraki.ne.jp/aratomo水戸市上水戸製 造 業株式会社 荒 友 製 作 所17

http://www.awaji-giken.com牛久市栄町製 造 業淡 路 技 建 株 式 会 社18

http://www.tsukuba-tci.co.jp/db/vf/tsearch.猿島郡総和町製 造 業飯 島 マ シ ナ リ ー 株 式 会 社19

http://www.iid-stn.co.jp猿島郡境町製 造 業有限会社 飯 田 製 作 所20

http://www.aeolus.co.jp石岡市サービス業有限会社 イ オ ラ ス ハ ー ブ 館21

http://www.ishiokashuzo.co.jp石岡市東大橋製 造 業石 岡 酒 造 株 式 会 社22

http://www.fujiya-hotel.co.jp/潮来市サービス業潮 来 富 士 屋 ホ テ ル23

http://www.bokuden.or.jp/̃mitarasi/鹿嶋市宮中飲 食 業一 休24

http://www.ibaken.com水海道市菅生町建 設 業株式会社 茨 建 興25

http://www.i-printing.co.jp那珂郡東海村製 造 業い ば ら き 印 刷 株 式 会 社26

http://www.ibarakikasei.co.jp北茨城市磯原町製 造 業茨 城 化 成 株 式 会 社27

http://www.ibarakiken.or.jp/ibaden.水戸市新原建 設 業茨 城 県 電 気 工 事 業 工 業 組 合28

http://www.ib-ja.or.jp水戸市小吹町サービス業株式会社 茨城県農協電算センター29

http://www.hidecnet.ne.jp/̃ibasa/北茨城市中郷町建 設 業株式会社 茨城サービスエンジニアリング30

http://www.ibarakiseito.com水海道市大塚戸町製 造 業株式会社 茨 城 製 砥31

http://www.ibaraki-heim.co.jp水戸市桜川建 設 業茨 城 セ キ ス イ ハ イ ム 株 式 会 社32

http://www.ibasou.com水戸市木葉下町運輸倉庫業茨 城 倉 庫 株 式 会 社33

http://www.mitsuihome-ibaraki.com水戸市桜川建 設 業茨 城 中 央 ホ ー ム 株 式 会 社34

http://www.bellcom.co.jp水戸市水府町建 設 業茨 城 電 話 工 業 株 式 会 社35

homepage2.nifty.com/ibafuji/下妻市下木戸製 造 業株式会社 茨 城 富 士36

http://www.mito.ne.jp/̃lion/水戸市笠原町卸 売 業茨 城 ラ イ オ ン 事 務 用 品 株 式 会 社37

http://www.socio.co.jpひたちなか市勝田泉町情報通信業インターソシオシステム株式会社38

http://www.integra2.jpつくば市東情報通信業株式会社 イ ン テ グ ラ ル39
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http://www.vic.co.jp/那珂郡東海村サービス業株式会社 ヴィジブルインフォメーションセンター40

http://www.r-box.gr.jp/selene/水戸市見川飲 食 業有限会社 魚 荘 ／ B A R セ レ ー ネ41

http://www.net-ibaraki.ne.jp/umeharak/西茨城郡友部町小 売 業ウ メ ハ ラ 株 式 会 社42

http://wwwkiritsukuba.co.jpつくば市吉沼製 造 業合資会社 浦 里 酒 造 店43

http://pws.prserv.net/urano/新治郡新治村サービス業浦 野 機 械 設 計 事 務 所44

http://www.business.zone.com/espec.oligoつくば市倉掛製 造 業エスペックオリゴサービス株式会社45

http://www.ntt-atc.co.jp/水戸市城南情報通信業ＮＴＴ－ＡＴテクノコミュニケーションズ株式会社46

http://www.enokido.co.jp下館市森添島製 造 業株式会社 榎 戸 製 作 所47

http://www.steno.co.jp水戸市南町サービス業株式会社 エ ン ド ウ48
http://www.okura-shoji.co.jp
http://www.okura-kk.co.jpひたちなか市中根製 造 業株式会社 大 倉 商 事49

http://www.bg.wakwak.com/̃kk-oshima土浦市大町建 設 業株式会社 大 島 工 務 店50
http://www.mito.ne.jp/̃kikkoudo
（近々変更予定）日立市神峰町小 売 業有限会社 お お そ ね51

http://www.otaka.co.jp守谷市守谷建 設 業太 隆 建 設 株 式 会 社52

http://www.ohtsuka.org/つくば市大曽根製 造 業株式会社 オ オ ツ カ53

http://www.otsukakinzoku.co.jp/猿島郡三和町製 造 業大 塚 金 属 株 式 会 社 三 和 工 場54

http://www.ohnuki.co.jp日立市森山町製 造 業株式会社 大 貫 工 業 所55

http://www.ohoridenki.co.jpつくば市北条建 設 業大 堀 電 気 工 事 株 式 会 社56
http://www.net-ibaraki.ne.jp/ohmdenki
Ｅ-mail:ohmdenki@po.net-ibaraki.ne.jp東茨城郡小川町製 造 業有限会社 オ ー ム 電 器57

http://www2u.biglobe.ne.jp/̃cman那珂郡那珂町飲 食 業有限会社 大 森 茶 寮58

http://www.matsuzakari.co.jp/常陸太田市小沢町製 造 業岡 部 合 名 会 社59

http://www.onumasuisan.co.jp新治郡霞ヶ浦町製 造 業小 沼 水 産 株 式 会 社60

http://www.onoks.co.jp水戸市五軒町サービス業株式会社 小 野 事 務 所61

http://www.fukuroda-omoisle-romankan.com久慈郡大子町サービス業思 い 出 浪 浪 館62

http://www.kaiken.co.jp/水戸市南町サービス業株式会社 開 発 計 画 研 究 所63

http://www.kaiyo-foods.co.jp鹿島郡波崎町製 造 業海 洋 フ ー ズ 株 式 会 社64

http://www.kakenlabo.co.jp水戸市堀町サービス業株式会社 化 研65

http://www.kitakyouhatsu.com鹿島郡神栖町そ の 他鹿 島 北 共 同 発 電 株 式 会 社66

http://www.tgn.or.jp/ksk/鹿嶋市新浜そ の 他鹿 島 共 同 火 力 株 式 会 社67

http://www.net-ibaraki.ne.jp/kheights/鹿嶋市田野辺サービス業鹿島勤労総合福祉センター鹿島ハイツ68

http://www.csys.co.jp那珂郡東海村情報通信業カ ス ト マ シ ス テ ム 株 式 会 社69

http://www8.ocn.ne.jp/̃katukura石岡市東府中飲 食 業か つ 蔵70

http://www.nbb.ne.jp/katsuta/ひたちなか市三反田小 売 業勝 田 ア ル ミ 工 業 株 式 会 社71

http://www.artier.co.jp岩井市辺田飲 食 業株式会社 割 烹 岩 井72

http://www.katsura-web.co.jp東茨城郡桂村サービス業株式会社 か つ ら 設 計73

http://www.jsdi.or.jp/katoiron日立市多賀町製 造 業株式会社 加 藤 鐵 工 所74

http://www.island.aaa.or.jp/hp/kadowaki/日立市諏訪町製 造 業株式会社 カ ド ワ キ75

http://www5.ocn.ne.jp/̃kanayama/石岡市国府製 造 業有限会社 金 山 製 作 所76

http://www.kabutoplatec.co.jp東茨城郡茨城町製 造 業カ ブ ト プ ラ テ ク 株 式 会 社77

http://www.kantogiken.co.jp那珂郡東海村製 造 業株式会社 関 東 技 研78
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http://www.kanto-tk.co.jp猿島郡三和町製 造 業関 東 鉄 工 株 式 会 社79

http://www.kikuchiworks.co.jp/下妻市長塚製 造 業株式会社 菊 池 製 作 所80

http://www.kido-p.com水戸市見川町製 造 業株式会社 き ど 印 刷 所81

http://www.kmd.co.jp水戸市元石川町製 造 業合資会社 木 村 電 桟 製 作 所82

http://www.kyowadensi.com下館市幸町情報通信業協 和 電 子 工 業 株 式 会 社83

http://www.kujirai-kaikei.com下妻市下妻サービス業有限会社 鯨 井 会 計84

http://www.adad.co.jp/̃craft土浦市中高津建 設 業株式会社 ク ラ フ ト85

http://www.kuramochi-survey.comつくば市今鹿島サービス業倉 持 測 量 株 式 会 社86

http://www.create-ltd.co.jp土浦市虫掛そ の 他株式会社 ク リ エ イ ト87

http://www.d2.dion.ne.jp/̃coa_/coa003.htm水戸市中央サービス業株式会社 コ ア ー 建 築 事 務 所88

http://www.koizumi-east.co.jp/土浦市並木卸 売 業株式会社 小 泉 東 関 東89

http://www06.u-page.so-net.ne.jp/kb3/kozakura/index.htm土浦市桜町サービス業有限会社 光 栄 商 会90

http://www.kobu.ne.jp鹿島郡神栖町建 設 業幸 武 建 設 株 式 会 社91

http://www.koganet.jp/kogasu/古河市坂間サービス業株式会社 古 河 ス バ ル92

http://www:kogusuri.jp下館市稲野辺建 設 業株式会社 小 薬 建 設93

http://www.kokudokc.co.jp水戸市堀町建 設 業国土建設コンサルタント株式会社94

http://www.kojimamokuzai.com/新治郡千代田町製 造 業株式会社 小 嶋 木 材 店95

http://www.cs21.co.jp/筑波郡伊奈町情報通信業株式会社 コスモソニックツーワン96

http://www6.ocn.ne.jp/̃kobagoo/岩井市幸田建 設 業小 林 建 設 株 式 会 社97

http://www.mito.ne.jp/̃torai日立市国分町製 造 業株式会社 戸 来 製 作 所98

http://www.marumitsu-net.com北茨城市平潟町サービス業株式会社 魚 の 宿 ま る み つ99

http://www.intio.or.jp/success/西茨城郡岩瀬町飲 食 業有限会社 サ ク セ ス100

http://www.tengunatto.jp水戸市三の丸サービス業株式会社 笹 沼 五 郎 商 店101

http://www.net-ibaraki.ne.jp/sasame/笠間市笠間製 造 業株式会社 笹 目 宗 兵 衛 商 店102

http://www.satel-lite.co.jp水戸市河和田町情報通信業サ テ ラ イ ト 株 式 会 社103

http://www.jsdi.or.jp/̃sawahei/日立市石名坂町製 造 業株式会社 沢 平104

http://www.ds.dion.ne.jp/̃kmysanei/東茨城郡大洗町飲 食 業有限会社 三 栄 ・ か ま 家105

http://www.sanko-PLa.co.jp/新治郡霞ヶ浦町製 造 業三 晃 プ ラ ス チ ッ ク ス 株 式 会 社106

http://www.koganet.ne.jp/̃sansui/古河市中央町サービス業株式会社 山 水107

http://www.kabu-sanyu.co.jp土浦市宍塚建 設 業株式会社 三 友108

http://www.ciwood.co.jp水海道市内守谷町製 造 業シ ー ア イ ウ ッ ド 株 式 会 社109

http://www.kangen.co.jp守谷市けやき台製 造 業株式会社 自 然 還 元 研 究 所110

http://www.homepage3.nifty.com/shimotsumaelectroche/下妻市下妻製 造 業有限会社 下 妻 電 化 工 業 所111

http://www.aa.alpha-net.ne.jp/jyanome水戸市大串町飲 食 業蛇 の 目 寿 司112

http://www.joyful-athleticclub.co.jp土浦市中村南サービス業ジョイフルアスレティッククラブ113

http://www.net-ibaraki.ne.jp/tarazaki/mmmain.htmlひたちなか市足崎製 造 業株式会社 常 陽 エ ン ジ ニ ア リ ン グ114

http://www.joyokk.com北相馬郡藤代町建 設 業常 陽 建 設 株 式 会 社115

http://www.joyoliving.co.jp土浦市真鍋そ の 他株式会社 常 陽 リ ビ ン グ 社116

http://www.sgccl.com水戸市白梅建 設 業菅 原 建 設 株 式 会 社117



44

ＨＰアドレス所　　在業　　種企　　　業　　　名番号

http://www.cedar.co.jp稲敷郡新利根町製 造 業杉 崎 計 器 株 式 会 社118

http://www.s-bendou.co.jp/水戸市宮町製 造 業株式会社 鈴 木 屋119

http://www.suzusyou.co.jp新治郡八郷町製 造 業株式会社 鈴 商120

http://www.stareng.co.jp日立市大沼町製 造 業スターエンジニアリング株式会社121

http://www.plala.or.jp/sudou_ado/土浦市港町そ の 他株式会社 須 藤 隆 建 築 設 計 事 務 所122

http://www.someya.co.jp水海道市渕頭町建 設 業株式会社 染 谷 工 務 店123

http://ww.taiei-denki.co.jp笠間市来栖製 造 業泰 榮 電 器 株 式 会 社124

http://www.daikyojuchi.co.jp鹿嶋市宮中建 設 業大 協 住 地 株 式 会 社125

http://www.daikinkk.com古河市中田建 設 業大 近 建 設 株 式 会 社126

http://www1.ttcn.ne.jp/̃TAISHO/kaisya-data.htm下妻市高道祖製 造 業株式会社 大 正 天 び ん 製 作 所127

http://www4.ocn.ne.jp/̃kdaito/つくば市金田サービス業株式会社 ダ イ ト ー128

http://www.page-ete.com取手市取手飲 食 業ダ イ ニ ン グ バ ー パ ペ エ テ129

http://www.unitorms.co.jp水戸市新荻卸 売 業株式会社 タ イ ヘ イ130

http://www.hibarinet.ne.jp/url/daimu/index.htm日立市諏訪町製 造 業株式会社 ダ イ ム 共 栄131

http://www.s-takakura.co.jp/ひたちなか市枝川そ の 他高 倉 自 動 車 工 業 株 式 会 社132

http://www.takatsuka.co.com結城郡八千代町建 設 業高 塚 建 設 工 業 株 式 会 社133

http://www.takato-y.co.jp東茨城郡内原町製 造 業株式会社 タ カ ト ー134

http://www1.biglobe.ne.jp/̃takahagi/水戸市千波町そ の 他株式会社 高 萩 エ ン ジ ニ ア リ ン グ135

http://www.chuobuild.co.jp石岡市東光台建 設 業株式会社 中 央 ビ ル ド136

http://www.tsukamoto-s.co.jp牛久市牛久町建 設 業塚 本 産 業 株 式 会 社137

http://www.tsukinotomo.co.jp北茨城市磯原町卸 売 業合資会社 月 の 友138

http://www.mt-tsukuba.com/つくば市筑波小 売 業筑 波 観 光 鉄 道 株 式 会 社139

http://www.tukubasan.co.jpつくば市筑波サービス業筑 波 山 江 戸 屋140

http://www.m-t-m.co.jpつくば市吾妻サービス業株式会社 つくばセミテクノロジー141

http://www.tsukuba-milk.co.jp石岡市泉町製 造 業筑 波 乳 業 株 式 会 社142
http://www.ts-net.co.jp
（現在更新作業中）土浦市大岩田サービス業土 浦 測 量 設 計 株 式 会 社143

http://www.suzukiya.co.jp土浦市田中卸 売 業有限会社 土 浦 鈴 木 屋144

http://www.dk-p.co.jp猿島郡猿島町製 造 業株式会社 ディーケイプラスチック145

http://www.daytona-jp.com古河市中田小 売 業株式会社 デイトナインターナショナル146

http://www.rural.gr.jpつくば市吉瀬そ の 他株式会社 田 園 プ ラ ン147

http://www.tengu-tofu.co.jp水海道市内守谷町製 造 業株式会社 天 狗148

http://www.tengu-natto.co.jp水戸市柳町製 造 業有限会社 天 狗 納 豆149

http://www1.ocn.ne.jp/̃dskb1/水戸市住吉町建 設 業電 設 工 房 株 式 会 社150

http://www.tokyo-color.com猿島郡総和町製 造 業東京カラーグラビヤ工業株式会社151

http://www.tohoo.com下館市玉戸そ の 他東 邦 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社152

http://www.nm-kumiai.or.jp/info-a15.htm日立市東金沢町製 造 業東邦殖産工業株式会社（河原子工場）153

http://member.nifty.ne.jp新治郡玉里村製 造 業東 洋 発 條 工 業 株 式 会 社154

http://www.totalhouse.co.jp水戸市城南建 設 業株式会社 ト ー タ ル ハ ウ ス155

http://www.kktsd.co.jp取手市井野サービス業株式会社 トータルシステムデザイン156
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http://www.sopia.or.jp.toyosoft/鹿嶋市宮中サービス業ト ー ヨ ー ソ フ ト ウ ェ ア 株 式 会 社157

http://www.tukihama.co.jp北茨城市磯原町飲 食 業株式会社 と し ま や158

http://www.todasangyo.com/水戸市木葉下町卸 売 業戸 田 産 業 株 式 会 社159

http://www.tomitaseisakusyo.com猿島郡総和町製 造 業株式会社 富 田 製 作 所160

http://www.tryangle-jp.com/つくば市竹園飲 食 業株式会社 トライアングルコーポレーション161

http://www.dreamscometrue.co.jp日立市大みか町情報通信業有限会社 ドリームズ・カム・トゥルー162

http://www.nakaken-home.co.jp/牛久市田宮建 設 業中 建 設 株 式 会 社163

http://www7.ocn.ne.jp/̃n.kenzai/牛久市猪子町製 造 業有限会社 中 里 建 材 店164

http://www.nakajimasoft.comひたちなか市馬渡情報通信業中島ソフトエンジニアリング株式会社165

http://www.tax.co.jp那珂郡大宮町小 売 業長 嶋 自 動 車 株 式 会 社166

http://member.nifty.ne.jp/NAKANOGUMI/笠間市稲田製 造 業中 野 組 石 材 工 業 株 式 会 社167

http://www.naturalpetfoods.co.jp/真壁郡真壁町製 造 業有限会社 ナチュラルペットフーズ168

http://homepage2.nifty.com/nabaruauto/東茨城郡茨城町サービス業有限会社 ナ バ ル 自 動 車169

http://www.naraya-corp.co.jp水戸市笠原町建 設 業株式会社 奈 良 屋170

http://www.nisinoseiki.com/ひたちなか市山崎製 造 業株式会社 西 野 精 器 製 作 所171

http://www.nichimoku.co.jp日立市鮎川町建 設 業日 木 産 業 株 式 会 社172

http://www8.ocn.ne.jp/̃nikkou-k/高萩市安良川建 設 業日 興 建 設 株 式 会 社173

http://www.nissankanko.co.jp水戸市水府町運輸倉庫業日 産 観 光 株 式 会 社174

http://www.nittoshouji.com土浦市桜ヶ丘町卸 売 業日 東 商 事 株 式 会 社175

http://www.toseki.com/石岡市染谷製 造 業日 本 砕 石 株 式 会 社176

http://www.nse-inc.co.jp日立市森山町サービス業日 本 シ ス テ ム ・ エ イ ト 株 式 会 社177

http://www.nthk.co.jp/ひたちなか市牛久保情報通信業日 本 通 信 放 送 株 式 会 社178

http://www.vieetech.co.jp/ひたちなか市勝倉製 造 業株式会社 日 本 ビ ー テ ッ ク179

http://www.ingjapan.ne.jp/JREe/日立市桜川町製 造 業日本放射線エンジニアリング株式会社180

http://www.bf.wakwak.com/̃mikan猿島郡総和町飲 食 業日 本 料 理 味 感181

http://www.futamura.co.jp/稲敷郡阿見町製 造 業二 村 化 学 工 業 株 式 会 社 茨 城 工 場182

http://www.numajiri.co.jpつくば市榎戸運輸倉庫業沼 尻 産 業 株 式 会 社183

http://www.nogami-gk.co.jp那珂郡大宮町製 造 業株式会社 野 上 技 研184

http://www.gama.or.jp/noguchi/稲敷郡阿見町製 造 業株式会社 野 口 製 作 所185

http://homepage2.nifty.com/harvest-joy/水戸市元吉田町サービス業株式会社 ハ ー ベ ス ト ジ ョ ア186

http://www.intio.or.jp/tokumasa/猿島郡境町製 造 業萩 原 酒 造 株 式 会 社187

http://www.hatami.co.jp東茨城郡内原町サービス業ハ タ ミ 特 装 株 式 会 社188

http://www.shop-cs.com新治郡千代田町製 造 業有限会社 バ ニ ン グ バ ニ ー189

http://homepage2.nifty.com/hayakawa_a_o/水戸市元吉田町サービス業株式会社 早 川 建 築 事 務 所190

http://www.chicago.co.jp稲敷郡東町小 売 業株式会社 原 宿 シ カ ゴ191

http://www.hanass.co.jp竜ヶ崎市大徳町製 造 業株式会社 原 製 作 所192

http://www.harigai-kogyo.com岩井市矢作サービス業有限会社 ハ リ ガ イ 興 業193

http://www.tounichi-g.co.jp/日立市大みか町情報通信業株式会社 東 日 本 技 術 研 究 所194

http://www.kuriki-ss.co.jp北浦市小貫製 造 業株式会社 久 力 製 作 所195
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http://www.sanso.hitati.co.jp日立市国分町製 造 業日 立 酸 素 株 式 会 社196

http://www.hd-inc.co.jp日立市留町製 造 業有限会社 日 立 電 機 工 業197

http://www.assets-net.com/hitachi_hatujo/日立市多賀町製 造 業常 陸 発 条 株 式 会 社198

http://www.hiranuma.com水戸市元吉田町製 造 業平 沼 産 業 株 式 会 社199

http://www.nextlink.ne.jp/mhp/fukuda/北相馬郡藤代町建 設 業株式会社 福 田 工 業200

http://www.homepage2.nifty.com/fujishokai/水戸市元吉田町卸 売 業株式会社 不 二 商 会201

http://www6.ocn.ne.jp/̃fujisei/新治郡霞ヶ浦町製 造 業富 士 精 罐 株 式 会 社202

http://www3.ocn.ne.jp/̃moto27/水海道市森下町サービス業有限会社 船 本 建 築 設 計 事 務 所203

http://www.prime-nd.co.jp水戸市元吉田町情報通信業株式会社 プ ラ イ ム204

http://www.plant-s.com土浦市北神立町サービス業株式会社 プ ラ ン ト サ ー ビ ス205

http://www2.plala.or.jp/proceed/ひたちなか市松戸町そ の 他株式会社 プ ロ シ ー ド206

http://www.net-ibaraki.ne.jp/frontier/水戸市笠原町情報通信業株式会社 フ ロ ン テ ィ ア シ ス テ ム207

http://www.heisei-hotel.co.jp/下館市伸佐山サービス業株式会社 平 成 ホ テ ル208

http://www.helena-japan.com土浦市田中サービス業ヘ レ ナ 株 式 会 社209

http://www.ibarakiken.TVhttp://www.infonavi.co.jp土浦市真鍋情報通信業株式会社 ヘレナメディアリサーチ210

http://www7.ocn.ne.jp/̃hokita/守谷市大柏製 造 業有限会社 伯 耆 田 製 作 所211

http://www.hoxin-sg.co.jp古河市大山製 造 業北 進 産 業 株 式 会 社212

http://www.hokota.co.jp鹿島郡鉾田町サービス業ホコタ設計コンサルタンツ株式会社213

http://www.iinet.ne.jp/̃hsdat/つくば市倉掛サービス業細 田 オ ー ト 株 式 会 社214

http://www.hosoyakk.co.jp稲敷郡河内町建 設 業細 谷 建 設 工 業 株 式 会 社215

http://www1.ocn.ne.jp/hotel-izumiya/水戸市常磐町サービス業株式会社 ホ テ ル い づ み 屋216

http://www.geocities.co.jp/wallstreet-bull/1721つくば市御幸が丘製 造 業保土谷コントラクトラボ株式会社217

http://www.maruyo.gr.jp/西茨城郡岩瀬町製 造 業株式会社 堀 石 材 工 業218

http://www.a-honma.co.jp笠間市石井サービス業株式会社 本 間 商 事219

http://www.nc-net.or.jp/emidas/gaiyou.php3?33473守谷市立沢製 造 業前 川 製 作 所 機 器 製 造 株 式 会 社220

http://www.makuen.co.jp水海道市大生郷町そ の 他マクセルエンジニアリング株式会社221

http://www.e-matsubara.co.jp/稲敷郡東町建 設 業松 原 建 設 株 式 会 社222

http://www4.ocn.ne.jp/̃yumatuya/久慈郡大子町卸 売 業有限会社 松 屋223

http://www7.ocn.ne.jp/̃maruki/土浦市大町製 造 業株式会社 丸 木 屋 製 作 所224

http://www.ingjapan.ne.jp/kirby/marukin.htm那珂郡那珂町製 造 業丸 金 産 業 有 限 会 社225

http://www.mikami-web.co.jp水戸市河和田町サービス業株式会社 ミ カ ミ226

http://www.sankichi.jp/土浦市神立町飲 食 業株式会社 ミ キ プ ラ ン ニ ン グ227

http://www.mikuniya-web.co.jp鹿島郡神栖町建 設 業三 国 屋 建 設 株 式 会 社228

http://www.mizunotec.co.jp/守谷市美園サービス業有限会社 水 野 テ ク ノ リ サ ー チ229

http://www.zutto-eie.com/s/mito水戸市浜田卸 売 業水 戸 ア ル ミ 工 業 株 式 会 社230

http://www.greenservice.jp水戸市堀町建 設 業株式会社 水 戸 グ リ ー ン サ ー ビ ス231

http://www.mito-soft.co.jp日立市大みか町そ の 他水戸ソフトエンジニアリング株式会社232

http://www.mito-total.co.jp那珂郡那珂町小 売 業株式会社 水戸トータル・テレホン233

http://www.minatokasei.co.jp鹿島郡旭村製 造 業株式会社 港 化 成 工 業234
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http://www.mimatsu-hotel.co.jp水戸市宮町サービス業株式会社 み ま つ235

http://www.meiwa-aaa.co.jp結城郡八千代町サービス業株式会社 め い わ236

http://www.art-pia.co.jp水戸市元吉田町そ の 他有限会社 メ デ ィ ア セ レ ク ト237

http://www.j-spank.com/HCON/moriyama/常陸太田市上河合町小 売 業森 山 自 動 車 整 備 販 売238

http://www.ssksys.co.jp/稲敷郡河内町製 造 業矢 島 小 林 工 業 株 式 会 社239

http://www.ansyu.co.jp下館市蒔田製 造 業株式会社 安 秀 工 業240

http://www.yahata-tk.com日立市東多賀町製 造 業株式会社 八 幡 鉄 工 所241

http://www.primerib.co.jp/鹿島郡波崎町飲 食 業有限会社 ヤマイチレストランシステム242

http://www.ibaraki-jizcke.com/常陸太田市宮本町卸 売 業合名会社 山 口243

http://www.hitorimusume.co.jp結城郡石下町製 造 業株式会社 山 中 酒 造 店244

http://www.net-ibaraki.ne.jp/yamseiki/筑波郡伊奈町製 造 業山 野 井 精 機 株 式 会 社245

http://www.yugetsu.co.jp水戸市末広町卸 売 業株式会社 祐 月 本 店246

http://www.donquihote.jpつくば市春目製 造 業株式会社 ユ ー テ ッ ク247

http://www.fanzz.com古河市東本町サービス業株式会社 優 和248

http://www.design-yokosuka.co.jp水戸市桜川建 設 業株式会社 横須賀満夫建築設計事務所249

http://www.mito.ne.jp/̃yosida多賀郡十王町建 設 業株式会社 吉 田 組250

http://www.yachtman.co.jp/東茨城郡大洗町製 造 業株式会社 ヨ ッ ト マ ン251

http://www.lapro.co.jpつくば市二の宮卸 売 業株式会社 ラ プ ロ252

http://www.lead.ne.jpつくば市東新井サービス業株式会社 リード総合コンサルタンツ253

homepage2.nifty.com/sunviola/下館市二木成飲 食 業レストランサンビオラ藤和商事株式会社254

ro-soku@nifty.com鹿島郡波崎町そ の 他鹿 行 測 量 設 計 株 式 会 社255

http://www.lon8life.co.jp那珂郡那珂町卸 売 業株式会社 ロ ン グ ラ イ フ256

http://www.m-watahiki.com/水戸市石川建 設 業株式会社 綿 引 無 線257
※今回紹介したのは、当調査にご協力をいただいた企業のうち、ホームページを開設している企業です。




